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 Do not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 Have Grade A, B or C Manufacture of

product or Sale of product in terms of

the qualification for participating in ten‑

ders by Cabinet Office (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal years, 2016, 2017 and 2018.

 Have been registered in accordance

with Article 22, Electricity Utilities In‑
dustry Law.

 Fulfill the requirement mentioned inthe

tender manual that are stated from the

viewpoint of reducing CO２.

 Are not being suspended from Trans‑

actions by request of the officials in

charge of contract.

 Are not bussiness operators that a

gangster influences management substan‑

tially, or is not the person received exclu‑

sion request from the Japanese govern‑

ment and is continuing the statecon‑

cerned.

 Tender deadline : January 30, 2019, 5 : 00

P.M.

 For further information : Third Pro‑

curemet Section, Financial Division, Ka‑

nagawa Prefectural Police Headquarters

24 Kaigan‑dori, Naka‑ku, Yokohama‑Shi,
Kanagawa‑Ken 2318403. Tel : 045211
1212 ext. 2247

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年 12 月３日
支出負担行為担当官
那覇地方検察庁検事正 中村 孝

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 47
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 那覇第一地方合同庁
舎で使用する電気 契約電力750kW 使用
予定電力量 2028000kWh

 調達案件の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 供給期間 平成31年４月１日から平成32年
３月31日まで。
 供給場所 入札説明書による。
 入札方法 入札書に記載する金額は、各社
において設定する契約電力に対する単価（基
本料金単価。kW単価とし、同一月において
は単一のものとする。）及び使用電力量に対す
る単価（電力量料金単価。kWh単価とし、
同一月においては単一のものとする。）を根拠
とし、当庁が提示する月ごとの契約電力及び
予定使用電力量に基づき算出した各月の対価
の年間総価を入札金額とすること。
なお、落札後における契約締結に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
８％に相当する額を加算した金額をもって契
約金額とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか、又は免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の108分の100に相当する金額を入札書に
記載すること（１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）。
※入札書に記載する金額の算定に当たって
は、力率割引又は割増、発電費用等に係る
燃料価格変動の調整額及び電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関する
特別措置法に基づく賦課金は考慮しないこ
ととする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 法務省から指名停止措置が講じられている
期間中の者でないこと。
 平成28・29・30年度法務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の販売」において、
開札時までに「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級
に格付けされ、九州・沖縄地域の競争参加資
格を有する者であること。

 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。
 予算決算及び会計令第73条の規定により支
出負担行為担当官が資格要件を定める場合に
は、当該資格を有するものであること。
 入札説明書において示す暴力団排除に関す
る誓約事項に誓約できる者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒9008578 沖縄県那覇市樋川一丁目15番
15号 那覇地方検察庁会計課 盛根 朋美
電話0988359228（直通）
電子調達システム
https://www.geps.go.jp/

 入札説明書の交付方法 この公告の日から
上記３の交付場所又は要請により郵送で配
布する。
 入札説明会の日時及び場所 平成30年12月
13日10時00分 那覇地方検察庁４階会議室
 証明書等の提出期限 平成31年１月18日17
時00分
 入札書の受領期限 平成31年１月25日17時
00分
 開札の日時及び場所 平成31年１月28日10
時00分 那覇地方検察庁４階会議室

４ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用した応札及
び入開札手続により実施するものとする。ただ
し、紙による入札書の提出も可とする。詳細に
ついては、入札説明書のとおり。
電子調達システム
https://www.geps.go.jp/

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に記載する
必要な書類を同書に記載する期限までに提出
しなければならない。また、支出負担行為担
当官から当該書類について説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 この公告に示した物品
を確実に納入できると支出負担行為担当官が
判断した入札者であって、予算決算及び会計
令第79条の規定に基づいて作成された予定価
格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な
入札を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は、入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takashi Nakamura,

Chief Prosecutor of the Naha District Pub‑

lic Prosecutors Office.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electric power to be consumed

at The Naha first local Government build‑

ing Contracted power 750kW ; Estimated

annual consumption of 2,028,000kWh

 Delivery period : From 1 April 2019 th‑

rough 31 March 2020.

 Delivery place : As shown in the ex‑

planatory paper for the bid.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Persons under Conservator‑

ship or Persons under Assistance who have

obtained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause. Not come under Article 71 of the
Cabinet Order concerning the Budget, Au‑

diting and Accounting. Not be a person
who is under the ban from being nominated

by the Ministry of Justice.Have Grade A,
B or C in Sale of product in terms of the

qualification for participating in tenders

laid down by the Ministry of Justice (Single




		2018-11-30T14:53:49+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




